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令和６年１１月28日
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大学院入学者選抜実施要項の経緯について

○ 昭和46年７月12日付け

○ 平成12年５月11日付け

○ 平成20年５月29日付け

• 大学審議会答申「大学院入学者選抜の改善について」（平成11年８月９日）等を踏まえ
た改訂

• 出願資格の記載の簡素化
• 選抜期日を原則として７月以降とし複数回実施可
• 調査書及び指導教員の推薦状を必要書類から除外

• 学生の流動性の向上及び社会人の受験機会の拡大の観点から、大学長経由ではなく
自らの出願とする 等

• 障害のある者等への配慮
• ミスの防止、公正性の確保等を追記 等

2



2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿
 ～社会を先導する人材の育成に向けた体質改善の方策～ （審議まとめ）

（平成31年1月22日 大学分科会）抜粋

３．大学院教育の改善方策 
⑤優秀な人材の進学の促進 

（入学者選抜の改善）

優秀な人材を大学院の各課程に受け入れるに当たって、入学者選抜の在り方を工夫することは重要
である。平成 17 年大学院答申においては、入学者選抜について「各大学院においては、それぞれの人

材養成目的や特色に応じてアドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）を明確にし、公表するととも
に、それを適切に反映した入学者受入れを行えるよう、選考の方法や時期等について工夫を行うことが
必要である」とされている。

現在、学士課程段階においては、「入学者受入れの方針」に応じた人材を確保するため、大学の講義
体験後のレポート提出やグループ討論等を通じ、論理的思考力や課題探求力、独創性等を評価する手
法を取り入れ、単なる学力試験や面接にとどまらない多様な入試方法が展開されつつある。大学院にお
いても、博士課程教育リーディングプログラムの例に見られるように、企業人が参加する数日間のセミナ
ーを活用した選抜が行われているような例も出てきている。

各大学は、多様な事例も踏まえつつ、「学位授与の方針」の策定・見直しに合わせて「入学者受入れの
方針」の内容や選抜方法等の再検討を行うとともに、引き続き「入学者受入れの方針」に沿った大学院
入試改革に取り組むことが求められる。こうした取組を後押しできるよう、国は、「大学院入学者選抜実
施要項」の見直しに着手する必要がある。 
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学校教育法施行規則改正（令和元年９月26日改正 、令和２年４月１日施行）

○ 改正の概要
 「三つの方針」の策定・公表の義務化

１．「三つの方針」の策定・公表の義務化について
 （１）今回の改正は，各大学院における「三つの方針」について，その策定及び公表を法令上義務付けたものであり，

改正省令第１条の施行日である令和２年４月１日以後，全ての大学院において，「三つの方針」が策定，公表され
ている必要があること。なお，「入学者受入れの方針」の策定，公表は平成23年に義務化されていること。

 （２）各大学院においては，「三つの方針」の策定・公表に当たっては，「未来を牽引する大学院教育改革～社会と協
働した「知のプロフェッショナル」の育成～（審議まとめ）」（平成27年９月15日中央教育審議会大学分科会）及び「
「卒業認定・ 学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カリ キュラム・ポリシー）及
び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー） の策定及び運用に関するガイドライン」（平成28年３月31日
中央教育審議会大学分科会大学教育部会）（以下「ガイドライン」という。）を参考の一つとして取り扱うとともに，
形式的ではなく内容の伴う記述であること，「三つの方針」の相互の関連性が意識されていることが期待されるこ
と。なお，学校教育法施行規則第165条の２に規定される「卒業又は修了の認定に関する方針」，「教育課程の編

成及び実施に関する方針」及び「入学者の受入れに関する方針」は，それぞれガイドラインにいう「卒業認定・学位
授与の方針」，「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受入れの方針」と同じ意味内容を指すものであること。

 （３）これまで自発的に「三つの方針」を策定してきた大学院においては，上記（２） や運用状況を踏まえて再点検する

ことが強く期待されること。また，策定又は再点検した「三つの方針」を踏まえ，必要に応じて教育研究組織の在り
方や定員設定に関する見直しを行うことが期待されること。

大学院は，当該大学院，研究科，又は専攻ごとに，その教育上の目的を踏まえて，「三つの方針」を
定め，公表するものとすること。（第 165 条の２第１項関係）

○ 留意事項



博士人材活躍プラン
（令和６年３月26日）抜粋

5



情報公表に関する制度改正について（学校教育法施行規則改正） 
○ 入学者選抜、外国人留学生数及び大学院の学位授与の状況に関し、教育研究活動に関する情報の一層の公表を促進するため、下記の提言等を踏まえ、
各大学等が公表すべき情報を法令上に追加。
（１）「大学入試のあり方に関する検討会議 提言」（令和３年７月８日 大学入試のあり方に関する検討会議）
（２）「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）」（令和５年４月27日 教育未来創造会議）
（３）「人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について（審議まとめ）」（令和５年12月22日 中央教育審議会大学分科会）
（４）「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」（令和６年３月26日 文部科学省）

公表事項
(１)入学者の選抜に関すること (２) 外国人留学生の数に関すること

※科目等履修生等を含む
(３)標準修業年限以内で修了した者の占める

割合その他学位授与の状況に関すること
※大学院のみ

備考
（公布通知
において示
している事
項）

○「入学者の選抜に関すること」として、
・学力検査等の内容や試験問題に関する情報
・合否判定の方法や基準
・合理的配慮の提供に関する対応方法（相談窓口、
事前相談・申請方法、受験上の一般的な配慮例等）

（原則として公表する事項）
試験問題、解答・解答例や出題意図

○その他、公表が望ましい事項:
・入試方法ごとの受験者数/合格者数/入学者数、
・過去の年度の入学志願者数/受験者数/合格者数、
多様な背景を有する者への支援制度

・大学の実情に応じて、多様な学生の受入れ状況
（例：年齢、性別（学部等ごと）、国籍等）

○「外国人留学生の数に関すること」として、
下記の事項を想定（※いずれも学校基本調査
の調査事項に沿った内容を想定）：

・本科における外国人留学生の数
・専攻科・別科における外国人留学生の数
・科目等履修生等のうち外国人留学生の数

○その他、公表が望ましい事項:
・外国人留学生の入学者の数、卒業又は修了し
た者の数 

・外国人留学生の進学者数、就職者数

・外国人留学生の出身国・地域別内訳

・日本人の留学生の数

○「標準修業年限以内で修了した者の占める割
合」：ある年度に入学した者のうち、標準修業年
限以内で修了した者の割合

○「その他学位授与の状況に関すること」として、
下記の事項を想定：

・標準修業年限以内で修了せずに退学した者の割合
・標準修業年限以内で修了していない上記以外の者
の割合（例：長期履修学生、留年生等）

・学位を取得するために要した年数ごとの修了者の
割合や学位取得に要した平均年数

・個人情報に配慮した上で、標準修業年限以内で修
了していない者について、修了していない原因

○公表が望ましい事項：
・修了者の進路の全体状況（修了者を分母とする進
路ごとの割合等）

・公表した数値の分析・解説

【スケジュール】令和6年9月30日 公布 令和7年4月１日 施行

○学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号） 【改正後の条文】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。
一～三 （略）
四 入学者の選抜に関すること。
五 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数、進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人留学生の数に関すること。
六～十 （略）

２ （略）
３ 大学院（第二号については、専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項についての情報を公表するものとする。
一 研究科、専攻又は学生の履修上の区分ごとの、当該大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の占める割合その他学位授与の状況に関すること。
二 大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当たつての基準に関すること。

４・５ （略）
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大学院の入学者選抜における留意事項

（参考）「大学入学者選抜の公正確保等に向けた方策について（最終報告）」（令和元年５月31日）

○大学入学者選抜が公正なものとして広く社会から理解を得られるために、必要な事項を整理。
（大学院入学者選抜についても基本的な考え方は同様）

① 合理的で妥当な入学者選抜の実施方針・方法等を具体的に定めること
② ①を社会に公表し、周知すること
③ ①を遵守して、入学者選抜を実施すること
④ 入学者選抜の実施結果の妥当性を説明できること

事前相談の範囲等のルールの明確化。

試験実施前の工夫

試験当日～採点時の工夫

複数人による評価を行う。

■背景

 大学院（修士課程、博士課程）の入学者選抜においては、受験希望者に対する事前相談の機会が
設けられることが多い。

 ある大学院において、問題作成、採点に関わる教員が、事前相談において、特定の受験希望者に
対し、入試問題と類似する問題事例を事前課題として提示及び受験指導を行った事案が発生。

事後の検証ができるよう、評価のプロセスを残しておく。

事前相談のルールを分かりやすく公表し、当該ルールに基づいた対応を行う。

 事前相談において、不適切な行為が行われないように透明性を確保することが重要。留意点

令和６年度 大学入学者選抜・
教務関係事項連絡協議会 

配布資料
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大学入学者選抜に係るミスの防止について（大学院）

通知の概要

 毎年、文部科学省より「大学入学者選抜の実施に係るミスの防止について（通知）」を通知（令和６年度
は９月19日付け６高大教第37号大学教育・入試課長通知により発出。） 。

 本通知は学部だけではなく大学院入試も対象としており、入試ミスの防止や早期発見に向けた対応が各大
学院においても求められる。

 出題・合否判定ミス等がないよう、以下留意しつつ、より一層入学者選抜の円滑な実施に万全を期すること

 近年の事例を参考にしつつ、入試ミスの防止及び早期発見に努めること

 ミスが生じた場合は、受験生等への情報提供を含め必要な対応を行い、文部科学省大学入試室に対し、第一報とともにで
きる限り速やかに報告様式に基づく報告書を提出すること

＜実施体制の構築＞
 学長のリーダーシップの下、入試担当の理事、副学長等が入試業務全体を統括し、各学部等の入試担当と密接に連携するなど、入学者選抜業務
全般に係るガバナンス体制を構築

 入学者選抜のプロセス全体を把握した上で、マニュアルの作成等により、業務全体のチェック体制を確立
 チェック体制を不断に点検し、入学者選抜に関わる全ての者にそれぞれの業務内容を周知徹底 等

＜試験問題の点検＞＜試験の実施＞
 試験実施前だけではなく、試験実施中及び実施後においても作題者以外の者を含めて二重、三重に点検
 学習指導要領、設定した出題範囲との関係について確認
 問題の文面だけでなく、内容や条件設定についても確認（受験者の立場に立ち、解答が導き出せるかなどについて点検）
 教職員が一体となり、緊急時の対応も含めた迅速性のある全学的な連絡体制を確立し、円滑な試験実施に努める 等

＜ミスへの対応＞
 外部から入学者選抜におけるミスに係る指摘等があった場合には、速やかに作題者以外の者も含めて組織的な体制で検証を実施するなど、適切に
対応

 ミスが生じた場合には、受験者に丁寧に対応するとともに、ミスが生じた原因を分析し、再発防止策を策定し、入学者選抜に関するマニュアル等の改
善を行うなど、ミスの再発防止に努める 等

＜採点・合否判定＞
 解答や電算処理のチェック体制を確立し、点検・確認。電算処理については、予定していた処理が実際に実行されていることも確認
 合否判定結果の公表等においては、追加合格者の決定も含め、複数の担当者により二重、三重に点検 等
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（参考）大学院入学者選抜におけるミス件数の推移・事例
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※過年度の「大学入学者選抜における出題・合否判定ミス等の防止について（通知）」に基づく各大学からの報告件数を集計（令和６年10月現在）
■大学院入学者選抜におけるミス件数の推移（直近５年度）

■ミスの事例
＜試験実施に関するミス＞

 予定している内容とは違う方法を募集要項に記載してしまった
 募集要項に記載した内容と異なる方法（試験時間等）で入試を
実施してしまった

 誤って解答例が記載された問題用紙を配付してしまった
 過年度の問題用紙を誤って配布してしまった 等

＜問題出題に関するミス＞

 問題文中に誤記が存在し、結果として正答が複数導ける状態に
なってしまった

 問題の前提条件の設定が不十分で正答が導けなかった 等

＜採点・合否判定に関するミス＞

 英語力検定試験スコアを換算する際、計算式の設定誤りにより、募
集要項に記載の配点と異なる配点で成績集計を行ってしまった

 誤った正答表を用いており、正しく採点ができていなかった 等

＜その他のミス＞

 出願資格がない者の受験を認めてしまった
 合格発表で誤った受験番号を掲示してしまった
 予定時刻より前にWebサイト上で合格者発表を行ってしまった
 試験問題の一部が、大学構成員（大学からアカウントが付与され
ている学生及び職員）に閲覧可能な状態となっていた 等

入試ミス報告の中で最多
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大学院入学者選抜の状況について①

10【以降の出典】
文部科学省「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和４年２月）



大学院入学者選抜の状況について②
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大学院入学者選抜の状況について③
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大学院入学者選抜の状況について④
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